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 論文内容の要旨
 1目'的
 本研究の目的は、シンガポールの華人の言語使用と言語態度を分析し、多言語社会における言語
 使用に関わる社会言語学的要因を明らかにすることである。現在の状況を記述し、シンガポールの
 将来における変化を探求したい。
 多言語社会の先行研究は、アメリカやカナダなど先進国における数的マイノリティである移民の
 多言語使用が主である。これらの研究では、自分の母語と、彼らを取り囲むマジョリティの言語の
 使用に関わる要因は何かを分析している。しかしシンガポールでは、シンガポール華人はマジョリ
 ティでありながらマルティリンガル(多言語話者)になっている。このような多数派の多言語使用
 は社会言語学ではあまり研究されてこなかった。従って本研究では、シンガポール華人という数的
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γ マジョリティの言語使用に関わる社会言語学的要因を研究する。
 シンガポールの言語使用に関する従来の研究は、家庭領域における分析が中心だった。本研究で
 は、家庭だけでなく、学校、近接ネットワーク領域、友人、公共機関、マスメディアという合計6
 つの領域における言語使用を分析する。言語使用に関わる要因に関しては、社会文化的要因(年齢、
 性別、地位、人種)のみを視野に入れた研究が従来多かったが、本研究では、r民族言語活力理論
 (Et赴nolinguisticVitaiityTheory)」(以下、EV理論と略記)(Gileseta1,1977;AllardandLandry,
 1986)の枠組みを使って、心的態度の影響をも加味して分析する。それは、政府による管理が強
 く、自由がない「計画社会(PlamedSociety)」と批評されるシンガポールにあって、政府の支配
 が及びにくい個人の心的態度を分析することが重要だと思われるからである。政府による言語政策
 とその影響に関しては、フィッシュマンの統一国家化(nationism)と民族主体化(nationaHsm)
 という枠組み(Fishman1968,1972a)を用いて、シンガポールの特徴を分析する。
 2方法
 シンガポールの社会言語学的状況の概要を把握するため、文献資料を用いて、言語政策の変遷を
 分析記述した。その際、質問紙回答者の祖父母の時代、回答者の父母の時代、回答者の時代それぞ
 れの言語政策の違いと、その結果としての3世代の読み書き能力と家庭言語との関連を示した。
 言語使用と言語態度については、質問紙による量的な調査方法と、集約的インタビューという質
 的調査方法を用いた。質問紙は、1997年9月に予備調査を行い、その結果に基づいて、より明快に
 簡略化したものを用いた。本調査は1998年8月にシンガポール大学の華人学生を対象に行い、98人
 から回答を得た。質間紙では、(1)回答者の性別、年齢、社会経済的地位などの社会文化的要因、(2)
 言語能力、(3)言語態度、(4)言語使用について尋ねている。質的方法を併用したのは、量的方法の結
 果を、よりシンガポール人自身の理解に即して解釈するためである。合計12名のシンガポール人か
 ら、ライフヒストリーの聞き取りを行った。これは、統計データの解釈だけでなく、言語政策の影
 響の理解にも大いに役立った。質問紙調査で得たデータは、統計的に分析した。英語、北京語、中
 国方言について、言語使用の頻度や、言語態度の得点を算出し、平均値の比較などの手法を用いて
 分析した。また、社会的要因と心的態度が言語使用に与える影響については、重回帰分析の手法を
 用いて、言語使用に関わる要因を抽出した。
 3結果
 3.1シンガポールの言語と言語政策
 第2章では、シンガポールの言語と言語政策について論じている。
 シンガポールでは、1%5年の独立時に、英語、北京語、タミル語、マレー語の4つの公用語が確
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 立した。英語はエスニックグループのリンク言語として、北京語、タミル語、マレー語はそれぞれ、
 r華人」、rインド人」、「マレー人」の文化的伝統を表す言語として公用語に選ばれた。国語はマレー
 語であるが、国家的行事にのみ使われ、国民すべてが話せるわけではない。
 英語は、イギリス植民地時代には唯一の公用語だった。独立後も、英語は、国際ビジネスの言語
 として、エスニック・グループ間の「リンク言語」(共通語)として、またシンガポール人として
 の連帯感を示す言語として、シンガポールで最も重要な言語である。英語は学校教育での主たる教
 育の媒体であり、政府のすべての公用文書で使われている。北京語は、全人口の8割を占め、シン
 ガポール最大のマジョリティである華人のr母語」と定められている。しかしながら、多くの華人
 は、日常生活では、祖先の出身地の中国方言を使っている。中でも福建語話者は、シンガポール人
 全人口の4割を占めている。英語を家で話す家庭もあるが、彼らは子どもに、シンガポール独特の
 英語である「シンガポール口語英語(SingaporeCoUoquialEnglish、略称SCE)」を話している。
 SCEは、統語論的にも、語彙的にも標準英語とは異なるものである。
 言語政策については、5つの時期に分けて考察した。それは、(正)植民地初期、(2)祖父母の時代、
 (3)両親の時代、(4)過渡期、(5)回答者の時代である。質問紙の回答を解釈しやすくするために、回答
 者自身、回答者が育った家庭を形成した両親、そして両親が育った環境を作った祖父母の世代に注
 目して、世代別に言語政策の特徴を明らかにしょうと試みた。
 イギリスは、シンガポールを18%年から海峡植民地の一部として支配してきた。植民地初期には
 ヨーロッパ人と現地エリートがイギリス式の英語学校に通い、一般大衆は華語学校、タミル語学校、
 マレー語学校のような民族学校に通った。この4つの民族学校はカリキュラムも教科書も全く別々
 であった。
 祖父母の時代には、同世代の華人の4割が初等教育を受けた。ごく少数が英語学校で英語とイギ
 リス式教育を受けた。その他は華語学校へ行き、北京語と中華民族主義を学んだ。学校に行けなか
 った6割は、それぞれの方言集団の中で、中国方言だけを使い続けた。
 両親の時代は、バイリンガル教育が開始された時代である。英語の他に、華人はr母語」である
 北京語も学ぶこととなった。約7割が小学校を卒業した。ig47年からイギリスが英語学校を増設し
 た結果、両親の世代では英語小学校出身者と華語小学校出身者の割合がほぼ同じになった。過渡期
 (1960年代と1970年代)は、バイリンガル教育の矛盾が噴出し、社会問題化した時代である。政府
 は公式の調査を実施し、ゴー・レポートと呼ばれる提言をまとめた。その結果、英語を中心とした
 大学入試改革などが推進された。政府は、両言語の完壁なバイリンガルを目指す教育を改め、英語
 を中心とした実用的な多言語教育を行うようになった。
 回答者は、圭980年代から1990年代にかけて、小学校から高校まで教育を受けた。回答者の時代に
 は、英語中心のバイリンガル教育システムが完全に確立された。政府による政策の特徴は、民族学
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γ 校の廃止、新教育制度、スピーク・マンダリン・キャンペーン(北京語奨励政策)である。彼らは
 新教育制度の第一世代である。スピーク・マンダリン・キャンペーンでは、北京語を家庭言語とす
 る政策が推進された。ほとんどの教科が英語を使って教えられ、北京語は教育の媒介ではなく単な
 る一教科と位置付けられた。また回答者の7割が、政府の住宅政策により多民族が共注する団地に
 育っているので、中国方言を近隣で使う機会は激減し、それが彼らの方言能力に影響を与えたと考
 えられる。
 祖父母の世代の識字率は50%以上だが、その大部分は北京語である。両親の世代は大部分が北京
 語か英語か、どちらか一方の読み書きができるようになっている。回答者の世代は英語と北京語の
 バイリンガルである。この違いは教育と言語政策の違いを反映している。家庭言語は、方言から北
 京語と英語に移行している。祖父母、両親の時代には、方言が家庭言語として最も主要な言語であ
 ったのが、回答者の世代では北京語になっている。
 3.2言語使用の特徴
 第3章では、言語使用に関する質問紙調査のデータを統計的に分析し、英語、北京語、方言の使
 用パターンを明らかにした。また、インタビュー・データを使って具体例を提示した。
 Landrya且dAIlard(1994)の分類に従い、家庭(Family)、学校(Schoo!)、親戚や隣人などを
 含む近接ネットワーク(lmmediateNetwor1()、友人(Friends)、商業施設や銀行、政府機関など
 の公共機関(亙nstitutions)、マスメディア(MassMedia)という6つの領域(domain)における
 言語使用について、各言語の使用率と使用パターンとを分析した。
 使用率に関しては、全体的に英語が最も使われ、次に北京語が使われ、方言は最も使われていな
 かった。英語が最も使われる領域は学校とマスメディアである。英語が最も使われていない領域は
 家庭である。北京語の場合は、領域による違いがほとんど見られなかった。方言が最も良く使われ
 る領域は家庭、最も使われない領域は学校だった。一般的に、方言はインフォーマルな領域で使わ
 れ、英語はフォーマルな領域で使われていた。
 しかし、言語使用パターンは非常に複雑であることが分かった。それぞれの領域に、3言語使用、
 2言語使用、単言語使用のパターンがある。さらに、これらのパターンの比率は領域によって異な
 る。ある領域で1つの言語を使う話者が、他の領域では2つ、あるいは3つの言語を使う。社会言
 語学で従来行われてきた領域分析(DomainAnalysis)では、領域ごとに最もふさわしい言語を使
 い分けると言われてきたが、本研究では、実際の言語選択は、領域を超えてはるかに複雑であるこ
 とが分かった。
 3.3言語態度の特徴
 第4章では、EV理論(Gileseta1.1977;AHardandLandry,1986)の枠組ゑを使って、英語、
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 北京語、方言それぞれの活力への評価が、各言語の地位、各言語に対する制度的支援、総合的な活
 力など様々な側面でどう知覚されているかを測定し、回答者の言語態度を分析した。全体的には一
 貫して、英語の活力が最も高く、北京語が2番目に高く、方言は最も低く知覚されている。
 しかし、詳細に分析すると、回答者の言語態度は言語使用と同じように複雑な構造を呈している
 ことが明らかとなった。英語は現在も将来も最高の活力を維持すると知覚されているが、北京語は
 将来、より活力が向上すると知覚されている。方言は家族周辺では、比較的活力を維持していると
 知覚されている。英語と北京語は、政治、経済、教育の面で政策的に普及されているが、それはさ
 らに強化されるべきだと回答者は考えている。しかし、他方では、英語と北京語のできないお年寄
 りのために、公共機関における方言によるサービスも広められるべきで、そのような政策を政府は
 考慮すべきだとも考えている。英語は、公的、社会的領域で有用だと認識されているが、北京語と
 方言は、私的な領域で有用であり、個人の生活にとっても価値があると認識されている。回答者は、
 方言の社会での活力の低さを認識する一方で、方言へ感情的な執着を抱き、自分たちの子どもたち
 には方言を身につけて欲しいと願っている。
 言語とアイデンティティとの関係も単純ではない。英語は高い活力を持つと認識されているにも
 かかわらず、シンガポールの国民的アイデンティティの表象だとは見なされていない。多言語使用
 こそシンガポール人のアイデンティティであるという認識する者もいることが、インタビューを通
 して明らかとなった。北京語は華人アイデンティティと結び付くと認識されているが、華人アイデ
 ンティティに必要不可欠であるとは思われていない。方言は、方言集団アイデンティティと密接に
 結びつき、祖先や故郷への愛着を示す言語である。さらに重要なのは、これらのアイデンティティ
 は決して互いに矛盾するわけではないということだ。彼らは英語、北京語、方言を話すことによっ
 て、シンガポール人、華人、方言集団の一員というアイデンティティを重層的に身に付けているの
 である。北京語を使って、より大きな華人コミュニティの形成に参与することも、方言集団から抜
 け出すことを意味するわけではない。福建人でありながら、シンガポール華人でもあるのだ。シン
 ガポール華人は、多重アイデンティティを形成しているのである。
 3.4言語使用に関わる要因の特質
 第5章では、様々な言語使用領域に関する社会的要因、心理的要因の関わりを、多重回帰分析に
 よって明らかにした。特に重要な発見は、2つある。1つは、同一の言語についても、言語使用を
 規定する要因は、6つの領域ごとに異なっているということだ。もう1つは、ある言語への態度が、
 同一の言語の使用だけでなく、勉の言語の使用にも影響を与えているということだ。
 各領域を通した全体的な言語使用については、次のような知見を得た。英語の全体的使用に関わ
 るのは、社会経済的地位、英語の社会的活力の認識(英語のNon-selfEV)、および方言の社会的
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 語能力、自分にとっての英語の重要性の認識(英語のSelfEV)、自分にとっての北京語の重要性
 の認識(北京語のSelfEV)、中国方言と方言集団アイデンティティの密接な関連の認識という要
 因である。中国方言の全体的使用に関わるのは、方言能力、話者の性別、中国方言の社会的活力の
 認識(方言のNon-selfEV)、自分にとっての中国方言の重要性の認識(中国方言のSelfEV)で
 ある。
 このように、言語使用を規定する要因は言語ごとに違うのであるが、さらに、同一言語について
 も、言語使用を規定する要因は、領域ごとに微妙に異なっているということが明らかとなった。た
 とえば、家庭領域における英語使用に関わる要因は他の領域とかなり異なっており、英語能力と北
 京語能力、そして英語がシンガポール人アイデンティティを表すという認識が、家庭領域での言語
 使用を規定する要因となっている。また、公共機関領域と学校領域での北京語使用に関わる要因は、
 北京語の社会的活力についての認識(北京語のNon-selfEV)、方言と方言集団アイデンティティ
 との密接な関連の認識であるが、近接ネットワーク領域における北京語使用に関わる要因は、自分
 にとっての英語の重要性の認識(英語のSelfEV)、自分にとっての北京語の重要性の認識(北京
 語SelfEV)、そして自分にとっての方言の重要性の認識(方言のSelfEV)であるという具合だ。
 また、友人領域での方言使用に関わる要因は、英語能力、北京語能力、方言能力であることも分か
 った。
 この章では、英語、北京語、中国方言の使用を規定する要因は、言語毎に異なるが、それぞれの
 言語に関しては大体一定していることが明らかとなった。すなわち、言語使用を規定するメカニズ
 ムは、一定の構造を有しているのである。また、この章の分析から得られた新しい知見として、あ
 る言語に対する心的態度が別の言語の使用を規定する要因になっているということ、また同一言語
 についても領域ごとに言語使用を規定する要因が異なることを示すことができた。シンガポールに
 おける言語使用メカニズムの複雑さの一一端を明らかにできたと考える。
 4理論的発見
 第6章では、2章から5章で得られた知見を踏まえ、理論的考察を行った。特に、シンガポール
 華人の言語行動の実態からEV理論の有効性と限界を検証することと、シンガポールの言語政策の
 社会言語学的な概念化とを試みた。
 4.1EV理論について
 EV理論に関する知見は、以下の7点である。
 第一に、方言の社会的活力が低いと感じることが、方言の多用に寄与することから、rその言語
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 の活力を高いと感じることがその言語の多用につながる」というEV理論の標準的な定式が普遍的
 に成り立つものではないことが明らかとなった。
 第二に、英語の社会的活力についての認識(英語のNon-selfEV)のほうが、自分にとっての
 英語の重要性の認識(英語のSelfEV)よりも、英語の多用に寄与することから、rSelfEVの方
 がNon-selfEVよりも言語使用をよく予測する」というEV理論の定式が必ずしも妥当しないこ
 とが明らかとなった。
 第三に、方言が社会的によく維持されているという認識(方言のNon-selfEV高さ)が、英語
 の多用に寄与することが明らかとなったが、これは従来のEV理論では説明できない現象である。
 その理由としては、心理的防御機制が作用したことが考えられるが、果たして心理的防衛機制が実
 際に作用しているのかどうかは、さらなる研究が必要な課題として残る。
 第四に、ある言語の活力の認識が他言語の使用にも影響を与えることから、シンガポール華人は、
 それぞれの領域における英語、北京語、方言の有用性を比較して、言語を選択していることが分か
 った。従来のEV理論は、ある言語の活力の認識が、その言語の使用に与える影響のみを理論化し
 ているが、本研究の知見は、ある言語の活力の認識が、他言語の使用に与える影響をも考慮に入れ
 た、より複雑な理論化の必要性を示唆するものである。
 第五に、言語使用とアイデンティティとの関係も非常に複雑である。本研究は、英語がシンガポー
 ル人アイデンティティのシンボルであるという認識が、家庭での英語の多用に寄与することを明ら
 かにしたが、これは、心理的な合理化ではないかと思われる。つまり、英語とシンガポール人アイ
 デンティティの関連をことさらに強調することで、北京語でも方言でもなく英語を家庭で話すこと
 を正当化しようとしているのではないかという仮説が成り立つのである。また、中国方言と方言集
 団アイデンティティとの密接な関連の認識が、北京語の多用に寄与することから、方言集団の一員
 であることを間接的に示すための「代用言語」として、北京語を使用しているのではないかという
 仮説が得られた。いずれの仮説も今後さらなる実証的検証が必要であるが、言語使用とアイデンテ
 ィティの関係に関して一層複雑な理論化が必要であることが明らかになった。
 第六に、ある言語の言語能力は、その言語の使用だけでなく、他言語の使用にも影響を与えるこ
 とが分かった。特に、ある言語に対する自信の無さが、他の言語の使用を促すのではないかという
 結果を得た。これは、EV理論においても、言語能力と言語使用との関連性について、より精緻な
 理論化が必要であることを示すものである。
 第七に、シンガポールにおける中国方言は、人口の少なさではなく制度的支援が欠けていること
 によって、マイノリティ言語の地位にあることが分かったが、これは、ある言語がマジョリティ言
 語かマイノリティ言語かを規定する要因は、単純な人口の多寡ではなく、政治的状況が生み出す権
 力関係であるということを示している。EV理論は、多言語社会における政治的条件の影響にも、
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γ さらなる理論的関心を払うべきであろう。
 4.2言語政策について
 第6章ではまた、フィッシュマン(Fishman1968,1972a)の統一国家化(nationism)と民族
 主体化(nationalism)という枠組みに従って、シンガポールの言語政策を概念的に把握しようと
 試みた。統一国家化とは、国家統合のために、言語に国民融合に適した機能的かつ効率的な役割を
 求め、r共通語」を推進するような言語政策のあり方であり、一方、民族主体化とは、民主的社会
 の実現のために、言語に個々人のアイデンティティを表現する役割を求め、民族言語を積極的に維
 持するような言語救策のあり方である。一般的に、統一国家化の段階は民族主体化の段階に先行し、
 多言語政策は民族主体化の段階に実施されると言われている。
 シンガポール政府は多民族を統合する国家建設にとりくんできた。むろん、政府は多言語政策を
 採って、英語と北京語を、ビジネスの手段、教育の媒体、政治的統合の道具として、推進している。
 しかし、一方中国方言は、祖先や故郷への愛着を示す言語でありながら、国家統合の妨げになると
 して、無視し抑圧してきた。従って、シンガポールは、多言語社会であり、政府は多言語政策を採
 用しているが、方言を抑圧しているという点では、統一国家化の段階の言語政策を実施していると
 考えられる。今後シンガポールの言語政策が民族主体化の段階に移行するかどうかは不明である。
 しかし、本研究は、2つの異なる可能性を示唆している。1つは、民主化が進み、民族的なアイデ
 ンティティが再評価されて、個々の方言が再活性化されるという可能性である。これは他社会でも
 見られ、たとえば民主化以降の台湾で実際に生じている。もう1つは、英語と北京語がクレオール
 化し、「土着化」することによって、シンガポール華人という共通の新しいアイデンティティが生
 まれ、英語(SCE)と北京語とがそのような新しいアイデンティティを表象する言語になるとい
 う可能性である。
 5結論
 本研究は、シンガポール研究、特にシンガポールの社会言語状況に関する実証的な硯究に貢献す
 るとともに、ささやかではあるが、社会言語学の理論的発展にも寄与するものである。
 5.iシンガポール研究への実証的な貢献
 第一に、本研究は、シンガポール華人の言語使用の複雑さを示した。第3章は、7つの言語使用
 タイプが18場面それぞれに異なる分布をしていることを示した。すなわち、3言語話者、2言語話
 者、単言語話者の比率は場面によって異なること、さらに2言語話者や3言語話者の種類も場面に
 よって異なること、シンガポール華人は場面ごとに異なる言語の組み合わせや言語交替を行ってい
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 ることを明らかにした。
 第二に、本研究は、シンガポール華人の言語態度の研究に初めてEV理論を適用することで、そ
 の複雑さを明らかにした。第4章は、シンガポール華人が、一方では、英語や北京語の有用性と優
 位性を認識し、英語や北京語を積極的に習得し使用しながら、他方では、方言の衰退を感じるが故
 に、方言への愛着を示し、子どもに学ばせたいと思っていることなどを明らかにした。
 第三に、EV理論を適用することによって、シンガポールの方言は、他の社会におけるマイノリ
 ティ言語の性質を示すという新しい知見を得た。。シンガポール華人は、社会において数的マジョ
 リティである。例えば福建語話者はシンガポールで最大の言語集団である。それゆえ、中国方言は
 他の社会のマイノリティ言語とは異なり、あらゆる場面でよく使われて、あらゆる面で高い活力を
 示すことが理論的に期待された。しかしシンガポール華人は、自分の方言が制度的な支援を欠き、
 抑圧されていると感じていた。また中国方言の社会的活力が低いと知覚する人ほど、中国方言を多
 用するという傾向が見られた。これは、他の社会におけるマイノリティ言語話者の行動に類似して
 いる。中国方言集団は数的にはマイノリティではないが、政治的には抑圧されており、権力関係と
 いう側面において、マイノリティの地位にあるのだ。
 最後に、フィッシュマン(Fishman1968,1972a)の概念枠組みを適用することによって、シン
 ガポールの言語政策が、基本的には統一国家化の段階にあることが分かった。シンガポール政府は、
 公式には、多言語政策を採用しているが、それは国家統一のためであり、個々人のアイデンティテ
 ィを尊重するために母語を保護するとか、言語的多様性を維持するために方言を奨励するという政
 策は行っていない。政府は、多民族の政治的融合のために英語をリンガフランカとして普及し、北
 京語は、華人全体の文化的価値観を代表するr母語」として強力に使用を推進している。シンガポー
 ル社会の言語は、国家統一のために、計画的に統制されてきたのである。
 5.2社会言語学への理論的な貢献
 第一に1本研究は、言語使用に関してより緻密な理論化が必要であることを示した。従来の領域
 分析(DomainAnalysis)は、それぞれの領域に最もふさわしい言語は何かを明らかにしょうとし
 てきた。たとえば、家庭領域で方言が適切で学校領域で英語が適切ならば、家では方言を使うが学
 校では英語に切り換えるといった言語のr使い分け」が行われていると想定し、どのようなr使い
 分け」が見られるかを明らかにしょうとしてきたのである。しかし、本研究は、各領域で唯一の適
 切な言語を特定することが不可能に近いことを明らかにした。さらに、多くの人が、あらゆる領域
 で多言語話者であり続けることが分かった。領域ごとの言語のr使い分け」という発想は、単純過
 ぎることが明らかとなったのである。シンガポール華人の言語選択は想像よりもはるかに複雑であ
 る。言語使用の理論も、より複雑なものとならざるを得ない。
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γ 第二に、本研究は、EV理論の限界を明示し、EV理論の発展のために解明すべき新たな問題を
 提示した。最も重要な点は、ある言語の活力が、その言語の使用にのみならず、他の言語の使用に
 も影響を与えることであった。ある言語の活力と他の言語の使用との間の、いわばr外的」関連の
 存在は、現在のEV理論の枠組ゑでは説明できない。そのようなr外的」連関は、また言語能力と
 言語使用、言語アイデンティティと言語使用の関係にも見られた。このような結果は既存のEV理
 論では説明できない。本研究の主眼は、あくまでも、シンガポール華人の言語使用と言語態度の実
 証的解明にあった。したがって、これらの新しい知見を説明するような新しい理論モデルの構築は、
 本研究では行っていない。しかしながら、本研究は、EV理論の精密化の必要性を示すことはでき
 たと思う。
 』
『
「
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 論文審査結果の要冒
 本論文は、多言語都市国家であるシンガポールの華人(中華系住民)が、コンテクスト(言語使
 用域、社会文化的要因、心理的要因)の変化に応じて、国家共通語としての英語(シンガポール口
 語英語)、標準中国語(北京官話)、中国方言(福建語/潮州語/広東語/客家語/海南語)のどれ
 を選択するかについての現状を、民族言語活力理論と統計的解析によって解明しようとしたもので
 ある。
 本研究が従来の研究方法と異なる特色として、(1)多言語間選択については、解明対象が多数派の
 社会集団であること、(2)シンガポールにおける多言語間選択については、言語使用領域として家庭
 だけでなく学校・近接ネットワーク・友人間・公共機関・マスメディアをも対象として調査したこ
 と、(3)多言語間選択の要因としては、年齢・性別・地位・人種などの社会文化的要素に加えて、民
 族言語活力理論により各言語に対する心的姿勢という心理的要素をも調査したこと、(4)言語使用領
 域・社会文化的要因・心理的要因の重回帰分析によってシンガポールの多言語間選択の実相をとら
 えようとしたことなどがあげられる。
 重回帰分析の統計手法を用いることによって、多言語間選択に関する民族言語活力理論の標準的
 予測rその言語の活力が高いと感じることがその言語の多用に寄与する」r自分にはその言語が重
 要であるという認識がその言語の一般的な重要性についての認識よりもその言語の多用に貢献す
 る」などが必ずしも成り立たず、シンガポール華人社会における多言語間選択にはこの理論を改善
 すべきことを示唆するより複雑な実態が存在することが明らかにされた。
 この研究を今後よりよいものにしていくために望まれる点として、内容的には、調査サンプル数
 の拡大と調査対象者の多様化、調査対象とする言語使用域の細分化、論文構成では、執筆者自身の
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 議論と他者の議論の明示的な区分け、記述の繰り返しの回避などがあげられる。しかしながら、本
 研究は、現段階のものであっても、以下の点で博士学位論文として適当なものであると評価した。
 当該研究領域の現段階で入手可能な範囲の先行研究に対する参照をおこない、質問紙調査の弱点
 を面談聞き取りなどを含む現地調査によって補強するなど必要な準備作業を行っている。また、考
 察対象要素を従来のものより拡充し、複数要素間の有機的な関係を、この研究領域ではあまり用い
 られることのなかった重回帰分析を有効に利用することによって、その限られた下位集団からの視
 点ではあるが、シンガポール華人社会における多言語間選択の複雑な実相を解明する糸口をつける
 とともに、この種の研究において準拠枠となっている民族言語活力理論の見直しを示唆している。
 以上のような審査結果から、金丸芙美は自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能力と学
 識を有すると判断した。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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